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（論文審査の結果の要旨）

我が国の森林は，経済的な成長にともなう木材需要の増加とその公益性の恩恵に対する国民の要求に
主に人工林の造林によって応えてきた。しかし，現在は過去最大規模に人工林の蓄積量があるにも関わ
らず，外材に依存し自国の木材を使わないという矛盾が生じている。わが国の森林やその公益的機能を
次世代へ継承し， 「持続可能な社会」を実現するためには，多面的な視点で問題の根源を探り，地域に
イノベーションを起こしていくような人材が求められる。近年，高等教育において文部科学省の「大学l

関連携共同教育推進事業Jや「coc：地（知）の拠点整備事業」，経済産業省の「体系的な社会人基礎カ
育成・評価システム構築事業」など，地域の課題・問題や地域資源を活用した教育活動が頻繁に行われ
るようになってきた。森林を地域資源として地域創生に活用する例も少なくない。

このような教育について文部科学省は，学生が主体的かつ能動的に取り組む教育を能動的学修：アク
ティブ・ラーニング（AL）と定義し，高等教育におけるALの導入は，大学の社会的責任 (US則，教育の実
質化という観点から，参加者の能力伸長からその教育効果を検証する試みと並行して盛んになってき
た。このような能力伸長の評価は，森林をテーマ，フィールドとする教育活動も含まれていることが想
定されるが，それに限定した参加者の能力伸長を定量的に検証した事例はない。

そのため，申請者は本研究では，社会人基礎力を指標とした森林環境教育の有効性評価を試みた。
森林環境教育の事例として広島経済大学（広島県広島市）の「武田山まちづくりプロジェクトJと岡山
県新見市で実施される「環境保全型森林ボランティアj を対象に，活動の事前，事後で社会人基礎力の
｜能力伸長を測定し，その能力伸長の特徴から森林環境教育の有効性を検証した。
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研究に先立ち，能力伸長を測定するために事前に社会人基礎力について，その力がない「レベル0」
から社会人レベル「レベルむまでの評価基準を基に， 0.5単位7段階のレベルについて事前評価を行
い，評価シートに記入させた。事後にも同様に自己評価を行い，レベルの再検討を行った。また，事
前評価と事後評価の自己評価レベルと伸長率との関係分析から能力伸長の特徴を検証した。次に参加
者の属性と伸長値を基に相関比の判定（η2孟0.10）を行い，属性に起因しない純粋な森林環境教育の
能力伸長の特徴を検討した。

さらに，能力伸長の要因を検証するために主成分分析を行った。それぞれの負荷量の個性から第1,
第2主成分に要因名を規定し，これらの変量プロットから森林環境教育における能力伸長の特徴を検証
した。また，活動内容ごとに能力伸長を可視化し，能力伸長に影響した活動内容を把握した。これら
の結果から森林環境教育の有効性を考察した。森林環境教育に参加した参加者の仲長率の特徴とし
て，武田山まちづくりプロジェクトは， 「ストレスコントロールカ」 210%で，次いで「創造力」 154
%， 「働きかけ力Jが153%で高く，森林ボランティア活動は， 「働きかけカ」 280%，次いで「創造
力」 220%, 「課題発見力J200%であったが，共通して「働きかけ力」と「創造力Jの伸長率が高いと
いう特徴が表れた。次に相関比の判定（η2話0.10）では， 「武田山まちづくりプロジェクト」におい
ては，学年において相関が表れ， 「森林ボランティア活動」においては，参加日数，リピート回数に
おいて相関が表れたが，これは活動によって得られる経験知が能力伸長に影響することを示している
ものと判断した。主成分分析では，寄与率を能力伸長の影響度としてとらえ，第l主成分を「達成感要
因」とし，第2主成分を「活動内容要因」としたが， 「達成感要因Jは，体験学習における共通の能力
伸長の傾向としてとらえ， 「活動内容要因Jが純粋な森林環境教育の特徴と位置づけた固また，それ
ぞれの第 1主成分と第2主成分の変量プロットから最も影響を受けている能力要素を抽出した結果，
「働きかけ力Jに最も影響が見受けられた。活動内容の可視化では，能力伸長に影響していると判断
される活動が「保全活動Jであったが，森林をフィールドとする場合，作業による危機管理意識の中
で生まれる人間関係やコミュニケーションが「働きかけ力」の養成に有意に働いているものと考え
た。しかし，本研究のサンプル数の少なさからこれらの結果は，森林環境教育を普遍的に代表するも
のとは言い難い。社会人基礎力を指標とした定量的な有効性の評価を試みたという点では重要な成果
が得られたが，今後はさらに森林環境教育の事例を集め，その能力伸長の有効性と教育効果を検証し
てゆく必要がある。

以上のように，申誇者の研究は，社会人基礎力を指標とした森林環境教育の有効性について，定量
的な評価を試みたものである。森林環境教育の事例として広島経済大学（広島県広島市）の「武田山
まちづくりプロジェクトJでは1年間の能力伸長を測定し，また，岡山県新見市で実施された「環境
保全型森林ボランティアJを対象に，約2週間の活動の事前，事後で能力伸長を測定し，その能力伸
長の特徴から森林環境教育の有効性を検証したもので，新規性の高い内容を含んでいる。
本論文の内容は，審査制度の確立した日本森林学会誌と森林計画学会英文誌 (Journalof Forest 
Planning）に受理されている。以上のことから，本論文が博士学位論文として十分な価値を持つこ

とを審査委員全員一致で認め、論文審査結果を合格とした。


